
◎基本情報

主

副

● 対象 ○ 対象外 ○ 対象 ● 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費

○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理

○ 直営　 ● 一部委託 ○ 全部委託　 ○ 補助助成　 ○ その他

◎事業費

計（事業費＋人件費） 14,851 13,440 10,978 13,440

事業費

の内訳

令和3年度決算

報酬７，６９９千円、職員手当等２１２千円、共済費３５千円、旅費１５４千円、需用費２５１千円、役
務費７２８千円、委託料１５１千円、備品４９千円、負担金及び交付金２５９千円

令和4年度予算

報酬８，７８１千円、共済費２７千円、旅費２４５千円、需用費６６４千円、役務費１，４１７千円、委託
料１９０千円、使用料及び賃借料２７６千円、負担金及び交付金４００千円

人工 0.2 0.2 0.2 0.2

人件費 1,440 1,440 1,440 1,440

事業費 13,411 12,000 9,538 12,000

うち特定財源 0 0 0 0

（単位：千円）

令和2年度決算 令和3年度予算 令和3年度決算 令和4年度予算

0 年度

関連法令・条例・
要綱等

母子保健法、児童福祉法、発達障害者支援法

他都市の状況

５歳児健康診査を実施しているのは、政令指定都市20市中2市（札幌市、川崎市）
５歳児発達相談を実施しているのは、政令指定都市20市中9市（札幌市、川崎市、新潟市、静岡市、大阪市、堺
市、神戸市、広島市、北九州市）

実施結果

５歳健康診査　受診者延数７４３人
５歳発達相談　実施回数３４２回、来所者延数６５９人

事業実施における
工夫点

健診の案内を対象に郵送するだけでなく、幼稚園や保育園とも連携し、必要な対象者に向けた周知を幅広く行っ
ている。

対象者 市内に居住する５歳児およびその保護者 開始 平成26 年度 終了

事業の性質

事
業
内
容

実施形態

目的

短期

５歳児のうち、支援の必要な子どもの把握と適切な支援を行うため。

長期

５歳児時点で幼児健診や発達相談によって、心身の発達を確認し、必要な療育に結び付け、適切な支援を行うこ
とで、就学後の不適応を防ぐため。

取組内容

５歳児の発育・発達の確認や発達障がいの把握、児童虐待の発見・予防等を行い、子どもの健やかな成長・発達
を促す。全５歳児に対して発達に関するチェックリストを送付。保育所や幼稚園を通して発達の心配のある子ども
に５歳児健康診査・５歳児発達相談への来所を促し適切な支援を行う。
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◎検証（振り返り）

□ 企画 □ 実施 □ 評価 ■ 対象外 □ 回答 □ 反映

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

千
円

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

○ 改善 ● 現状維持 ○ 休止・廃止

○ 拡充 ○ 現状維持 ○ 縮小 ● その他

千
円

今回の評価

評価の理由
未就園児及び集団に入ってから問題が顕在化した子の受診機会を作ることができており、就学前に必要な
支援につなげることができている。

次年度の
取組の
方向性・
改善内容

事業
内容

前年度と同様

予算
事業開始から８年が経過し、今後も恒常的に実施していく見込みであ
ることから、次期アクションプラン対象とせず、乳幼児健診を所管する
母子保健対策費と予算を統合する。本事業費と共通の予算費目があ
ることから、コスト縮減に努めながら実施していく。

見直し効果額 2,500

前回の評価

今年度取り組んだ
見直し内容

保育園・幼稚園・医療機関等の関係機関と連携を図り、必要な対象者
が健診や相談につながるよう個別の対応を強化した。 見直し効果額

（前年度）
0

市民参加の実施 市民参加結果への対応

今後の改善点

受診が必要な対象者への動機づけや、保育園・幼稚園の先生たちは受診を必要だと考えるが、保護者が必
要性を感じない場合の利用が難しいため、引き続き市民への５歳児健診・発達相談の必要性の周知を行うと
ともに、保育園・幼稚園や医療機関との連携の強化を図り、必要な対象者が確実に受診できるようすすめて
いく。

事業の実施手法
（事業の効率性、

実施主体は適切か）
A

各区保健センターから５歳の誕生日を迎える１か月前に案内を送付するほか、幼稚園・保育園に
おいて周知ポスターの掲示を行っている。保護者がチェックリストを実施した結果、心配な事があ
る場合には保健センターに来所予約をする流れになっている。
また、必要な対象者については、保育園・幼稚園から情報提供や受診勧奨してもらう等関係機関
との連携体制もできている。

対象者の満足度
（対象者のニーズ
に応えているか）

A

３歳児健診から就学時健診までの間に、５歳児健診及び発達相談を受診することで、発達障がい
の可能性に気づく事ができ、必要な支援につながることができる。その事で、就学後に集団生活
での困り感が減り、楽しく学校へ通うことができるようになるため、保護者及び子どもにとってニー
ズが高いものであると考える。

事業の成果
（目的をどの程度
達成できたか）

A

発達相談における主訴は「落ち着きのなさ」「対人面の問題」が多いものの、実際の問題は「発達
障がいに関すること」が多くなっており、保護者が考える問題と実際の問題が異なる場合があるた
め、専門職による発育・発達の確認を行うことで、親の心配に寄り添いながら子どもへの適切な関
わりについて助言を行う等の支援ができた。

事業規模
（事業ボリューム

は適切か）
A

事前に送付したチェックリストを実施した結果によって、５歳児健診や発達相談を予約する方式を
とっており、５歳児健診の受診率は約５．３％である。
５歳児健診及び発達相談により問題をもつ子どもを早期に発見し、適切なサポートを開始すること
で、その後のスムーズな就学、不登校やいじめの予防、育児不安を抱えた保護者への支援にも
つながる。

項目 判定 理由

成果指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

659 715

成果指標１

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

750

活動指標２

指標名 ５歳児発達相談来所者数

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

611 715

活動指標１

指標名 ５歳児健康診査受診者数

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

695 700 743


